　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　
平成２４年度　エネルギー使用合理化事業者支援事業に関する事業計画書

１．補助事業の名称　

高効率ボイラーと高効率冷凍機導入による省エネルギー事業

２．事業概要（目的及び概要）
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

３．事業者及び事業所の概要

３－１　名称、住所及び連絡先

事業実施者　会社名　　　　　○○工業株式会社
　　　　　　　　　　事業実施場所　　東京都中央区新宿二丁目3番5号
　　　　　　　　　　最寄り駅　　　　ＪＲ新橋駅下車徒歩10分

連絡先（管理担当）　　住所　　〒○○○－○○○○
東京都中央区新宿二丁目３番５号
　　　　　　　　　　　　　　　役職名　製造部　生産技術課　技術係長



　
　（設備設置事業所）
　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　　

　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　○○○○○○　，　ＦＡＸ　○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　Ｅ－ｍａｉｌ　　xxxxxxx＠xxxxxx.xx.xx
連絡先（購買担当）　　住所　　〒○○○－○○○○
東京都中央区新宿三丁目１２番７号
役職名　購買部　購買課長
　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　○○　○○　　

　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　○○○○○○　，　ＦＡＸ　○○○○○○
　　　　　　　　

注：管理担当者は事業全般の内容について、総括的対応が可能であるとともに、提案書に係るＳＩＩからの指示に対する一元的窓口を担うものとする。

３－２　業種及び規模等

（１）法人の情報

法人の主たる業務の業種および中分類
プラスチック製品製造業　１８　→P.57参照

資本金
○.○億円
従業員数
○○○人

中小企業／大企業区分
中小企業
（２）工場・事業場の情報

実施場所の事業の業種および中分類　　プラスチック製品製造業　１８　→P.57参照

エネルギー指定管理指定工場の別
第１種エネルギー管理指定工場
年間生産量又は延床面積
3,000.0 ton　（H23年4月～H24年3月の実績）

年間エネルギー使用量
91,304.6 ｋｌ（原油換算）（H23年4月～H24年3月の実績）


４．事業内容

４－１　計画概要

４－１－１　事業場の全体図　　※　導入省エネルギー設備の位置が明示されているもの
　事－別図２参照（別図で添付）

４－１－２　設備の配置図、システム図　　※　補助金交付申請範囲が明示されているもの
新設備の配置図　　　　　　　　　　　　　事－別図３－１参照（別図で添付）

システム図　　　　　　　　　　　　　　　事－別図３－２参照（別図で添付）
旧設備の撤去範囲と新設備の位置関係図　　事－別図３－３参照（別図で添付）

　　　
４－１－３　先端性

（１）普及設備・技術との比較

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

（２）消費エネルギー改善効果

（１－先端設備・技術の消費エネルギー使用量／世の中に普及した設備・技術の消費エネルギー使用量）×100　

＝（１－○○○○／○○○○）×100＝○○％

４－１－４　導入省エネルギー設備の機能、仕様、機構図等

（以下、各項目について適宜図面等を使用して、設備・仕様、機構、台数等を具体的に記述する。）

実－別紙６参照

　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

・Ａ設備

別図○○参照

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

・Ｂ設備

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

・Ｃ設備

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

４－１－５　　導入する設備の能力の根拠
　　　　　　　(電力、蒸気等のデマンド、新旧設備の能力比較等、別図等を使用して説明する。4-1-4に記載した導入設備の能力がなぜ必要かを導入前と比較して説明すること)

既存設備と導入設備の比較表　　　事－別紙7参照（別紙で添付）
例：更新するボイラーの蒸発量は、事業前1．3t/hに対し、現在の工場の稼働状況が○○○○であるので、事業後1．5t/hが必要である。

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○



４－１－６　　　省エネルギー効果

（１）省エネルギー量および電力削減量の算出根拠

　　※それぞれのエネルギー使用量の増減を、計算に用いた定数や式等を具体的に示して、出来るだけ詳しく記入する。

①事業場の省エネルギー量 ○○○.○ｋｌ／年　省エネルギー率 ○.○％　(裕度(安全率)○％を考慮)
②事業場の電力削減量 ○○○.○ｋＷｈ／年　電力削減率 ○○.○％　(裕度(安全率)○％を考慮)
　　　　（上記①・②は、実－別紙４の数値を転記のこと）

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

（２）省エネルギー計算および電力削減量計算に使用した数値の根拠（別添○）
　　　実測値等をもとに効果を算出している場合はその計測結果を、添付すること。

　　　使用する数字の妥当性を確認し、説明を添付すること。


　　　（３）導入前後のエネルギーバランス

　　　　　　※導入前後のエネルギーバランスについて、図等を用いてわかりやすく説明する。

　　　　　　　補助事業対象設備および事業所全体の燃料・エネルギーのフローをまとめた図を事業前後で1つずつ添付のこと

　　　　　　別図○～○（別添）

　（４）事業導入後の省エネルギー効果の実測方法、確認方法
　　　　　　※申請時の省エネ効果計算ではなく、実測データを元にした確認方法を記述すること。

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○



４－２　費用対効果
費用対効果＝省エネルギー量(kl)×設備の耐用年数(年)／補助対象経費(億円)

＝ 3,251.5（kl)×15（年）／3.65（億円）

＝ 13,362（kl／億円)

回収年 ＝ 補助事業に要する経費（円）／（ 省エネルギー量（kl／年）× ＠燃料評価単価（円／kl)  ）

＝477,750,000（円）／（  3,251.5（kl／年）×＠47,852（円／kl） ）

＝3.1年 

４－３　その他、上記以外の導入効果等
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

５．実施計画
５－１　実施計画の概要

（１）当該年度事業実施内容

①前年度までの実施経過

　なし

②当該年度事業実施内容

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

（２）年度別事業実施内容

注：年度別に実施内容を具体的に記載のこと

①平成２４年度

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

②平成２５年度

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

５－２事業費

①補助事業に要する経費の総額
１，７３２，５００，０００円

②補助対象経費の総額
１，２９０，０００，０００円

③補助金交付申請予定額の総額
４３０，０００，０００円

④補助事業に要する経費の年度別配分内訳（事－別紙２－２）
⑤補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額の年度別配分内訳（事－別紙２－３）

６．詳細工程
６－１　補助事業の完了予定日
           平成２６年　１月３１日
６－２　事業実施の全体スケジュール
	年

項目　　　月
	２４年
	２５年
	２６年

	
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	設計


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ａ設備製作


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ａ設備据付工事


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ｂ設備製作


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ｂ設備据付工事


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ｃ設備製作据付

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


６－３　所要資金計画　　事－別紙２-１
６－４　資金調達計画　　事－別紙３
６－５　補助事業実施体制

※組織図等で事業者内の本事業の実施体制を示すこと。特に共同申請の場合、各社の役割分担を明確にすること。
1 ＥＳＣＯの場合（ＥＳＣＯの場合は下記数値を必ず記載すること）
　　・ＥＳＣＯ契約で保証する省エネルギー量
3,251.5kl
　　・申請省エネルギー効果に対する上記保証量の割合
100%
　　・ＥＳＣＯ契約期間（最長の法定耐用年数）
15年（15年）
2 リースの場合（リースの場合は下記数値を必ず記載すること）

　　・リース契約期間（最長の法定耐用年数）
15年（15年）
６　政策的意義

６－１　環境自主行動計画（資料：添付７）

（１）事業者が公表した環境自主行動計画

20○○年度までに、1995年比でエネルギー原単位を○○％相当削減。

（２）上記における本事業の位置付け

事業者が策定した自主行動計画において、本事業はその○○％に寄与する。


６－２　中長期計画・ＩＳＯ 50001・エネルギー集約型企業
（１）中長期計画書に記載した計画内容（資料：添付８－１）

①○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○　　　　○○○原油-kl／年削減

②○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○　　　　　　○○○原油-kl／年削減

③○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○　　　　○○○原油-kl／年削減

（２）上記における本事業の位置付け

事業者が策定した中長期計画において、本事業は①の50％、②及び③に該当する。

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
　　　（３）ＩＳＯ 50001の取得（資料：添付８－２）
①取得の有無　　：　　有　・　無　
　　　　　②取得年月日　　：　　20○○年〇月○日
　　　　　③有効期限　　　：　　20○○年〇月○日

　　　（４）エネルギー集約型企業（資料：添付１７）

　　　　　①エネルギー集約型企業（工場・事業場等単位ではなく、企業単位で計算する）

　　　　　　エネルギーコストが売上高の１０％以上　　　ある　・　ない
　②エネルギーコスト割合　（①で該当する場合のみ）

　　エネルギーコストの割合 ＝ エネルギーコスト（円）／売上高（円）×１００
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＝ ○○,○○○,○○○（円）／○○○,○○○,○○○（円）×１００

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＝ ○○.○（％）

８．事業実施に関連する事項
８－１　他の補助金との関係


８－２　過去の補助金との関係

　　　　今回の工事が影響する範囲に、過去に国からの補助金（負担金、利子補給金並びに補助金適正化法第2条第4項第1号に掲げる補助金及び同項第2号に掲げる資金を含む。）の交付を受けている場合には、当該事業との関係を記述すること。

※補助事業名、交付時期、対象範囲を記載のこと。
※必要であれば、別紙を添付すること。
８－３　許認可、権利関係等事業実施の前提となる事項

（１）本事業　：　事業実施にあたって許認可（届出）、権利使用（又は取得）の必要なものについて、その取得状況及び見通しを記載のこと。
　 （２）申請者 ：　申請者が国、自治体から既に受けている許認可について全て記載のこと。　　
８－４　その他実施上問題となる事項

　　　　※実施上問題となる事項があれば、その内容と解決の見通しを記載のこと。
９．特命発注に関する事項

　　　（有りの場合は特命理由書添付のこと、ＳＩＩが承認した場合のみ補助対象内とすることができる。）
　　　特命発注無し

※　一般社団法人環境共創イニシアチブのエネルギー使用合理化事業者支援補助金は、経済産業省が定めたエネルギー使用合理化事業者支援補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金を省エネルギー効果が高いと見込まれ、費用対効果が優れていると認められる設備・技術を導入しようとする方に交付するものです。

複数年度事業用　事業計画書記載例


・提出する事業計画書は片面印刷とすること。


・注意書きの赤字は削除。青字は事業毎の情報を記載。青字は黒字に変換。








交付申請書の補助事業の名称に一致させること。





事業実施者＝設備を設置する場所を記入すること。





管理担当は、設備および購買手続きに詳しい実務担当者であること。


共同申請の場合、事業者ごとに事業における役割（設備設置事業所、リース、ＥＳＣＯ等）及び窓口担当者を記入する。





※設備設置事業者を最上段に記載すること。





共同申請の場合、購買担当者は補助事業の経費を支払う事業者のみ記入する。





・共同申請の場合、業種、資本金、


従業員数は設置事業者のものを記入。


・業種は日本標準産業分類表を参考に


記入する。


・ポータル内容と一致させること。





１種、２種及び指定無しのいずれかを記入。





業務用ビルの場合は、延床面積等を記入する。





エネルギー管理指定工場は直近の定期報告書の実績値。それ以外はＨ２３年度の実績値。


P.46 別紙4の数値に合わせること。


(別紙4からそのまま転記してくること)





事－別図２として添付、複数になる場合は


　　　2－1、2－2･･･　等とすること。





設備の配置図、システム図　等


・寸法明記のこと。


・省エネルギー効果に関係する設備は全て記述のこと。


・補助対象設備の範囲が明確にわかるよう記述すること。


・補助対象内外を明記すること。不明確な場合は、補助対象内と記述したつもりで


　あっても、補助対象内として認められないこともある。





既設の設備との比較ではなく、市場に出回っている設備を調べ比較する。





補助対象設備の範囲が明確にわかるように記入すること。ｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖ





全体の説明。導入設備がどのように省エネ


効果を発揮するかを文章で記述すること。








・導入する設備が、元の設備の能力・出力を超えてもよいが、将来用設備、兼用設備、予備設備でないことを説明すること。


・同一機器(補機等も含む)を複数台申請する場合は、複数台の必要性の根拠も記述すること。


(理由無き場合は補助対象外として計上すること。4-1-4に記載した導入設備が複数台の場合に、なぜ必要なのかを導入前と比較して説明すること。)





計算結果を先に記載する。


※実－別紙４の各項目と数値を一致して記入すること。





・省エネルギー量の根拠、計算の前提となる数値、単位及び式等を具体的に示して記入する。


　計算結果のみの記載は不可。


・電卓で計算過程を追えるようなものにすること。


・省エネルギー効果が区別できるアイテムに関しては別々に記述し、それぞれの省エネ効果が


　分かるように記述すること。


・事業終了後の省エネルギー効果の検証が容易に行えるよう工夫すること。


・国際単位系（SI）で記載すること。特に熱量はジュール（J）を使用すること。


・燃料の削減量を算出し、実－別紙４に転記する。


・設備性能の裕度（安全率）を考慮して省エネ計算を行うこと。


・裕度（安全率）の理由を簡潔に記載のこと。


・参考見積で記載された機器の仕様により、計算する場合は、メーカー指定とならないよう


　参考値であることを明記する。





導入前のベースデータは、


実測値をもとにすること。





　例えば、電気・ガスの使用量の変化や、入熱と出熱のバランス等








エネルギー使用量の実績の計測は、事業場全体だけでなく、対象事業の設備のみでどれだけ使用しているのか、必ず計測もしくは計測値の差引などによる算出が出来るように計画すること。


なお、その計測の為だけに設置した計測器などは補助対象外である。








実－別紙１の「事業費」を参照して経費を記入する。











実－別紙４の省エネ効果「 g 」


の値を記入する。











燃料評価単価 ＝ 年間エネルギーコスト／原油換算量


※原油換算量は「実－別紙４」ｂの値と一致させること。


※事業場におけるH23年度ベースの実績値を記入する。


※年間エネルギーコストは税込みで記入する。


※小数点以下は切り捨てること。





H24年度申請では前年度はない。





3年度事業以上は年度を追加する。





２月中旬に交付決定があるものとして記入。





支払





支払





中間支払





支払





支払





支払





支払





別添資料（自主行動計画等の写し）に記載されている内容をそのまま転記する。公に対して公開されている場合のみ記入。　


※当てはまらない場合は「該当なし」と記入すること。





特定事業者が対象となる。


中長期計画書の内容の主なものをそのまま転記。


本事業に関係ないものは省略すること。　


※当てはまらない場合は「該当なし」と記入すること。





該当を○囲み





該当を○囲み





※当該事業と直接あるいは間接に関係する他の補助金等を受けている又は受ける予定（申請中も含む）がある場合は、その補助金の内容を記載のこと。


※記載する補助金の内容については、国や民間・団体などに関わらず、具体的に交付元・工事内容・金額などを記載すること。（申請中でも必ず記載すること）
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